
  

 
 

■地方消費税交付金（社会保障財源化分）を充てる社会保障施策に要する経費 

（令和 3 年度予算ベース） 

 

 令和元年 10 月から、消費税及び地方消費税の税率が 8％から 10％に引上げられたことに

伴い、地方消費税の税率は 1.7％から 2.2％となった。 

 消費税率引上げの主旨は、今後増加が見込まれる「社会保障経費」の財源確保にあり、引

上げ分の地方消費税収については、子育てや医療・介護など地域における社会保障のため

に充当するものとされている。 

 

【歳入】 地方消費税交付金（社会保障財源化分） 6,233 百万円（△105 百万円） 

【歳出】 社会保障施策に要する経費 91,914 百万円（＋1,619 百万円） 

うち一般財源 44,043 百万円（＋311 百万円） 

  

 

 

（単位：百万円）

国・県支出金 市債 その他

社会福祉事業 72,789 40,308 478 1,839 30,164

地域福祉 6,705 120 54 95 6,436

自立支援など障害者福祉 15,377 9,471 700 5,206

養護老人ﾎｰﾑなど高齢者福祉 2,614 633 244 105 1,632

うち、介護職員の処遇改善 46 7 39

保育所、医療助成など児童福祉 32,653 18,993 180 939 12,541

うち幼児教育・保育の無償化 791 148 △ 919 1,562

うち待機児童の解消 965 567 88 310

生活保護 15,440 11,091 4,349

保険事業（特別会計繰出金） 14,178 3,971 10,207

国民健康保険繰出金 5,200 2,421 2,779

介護保険繰出金 7,215 516 6,699

うち、介護保険料軽減 689 516 173

うち、介護職員の処遇改善 21 21

後期高齢者医療事業繰出金 1,763 1,034 729

保健衛生事業 4,947 828 13 434 3,672

救急医療など医療提供体制確保 1,748 64 13 431 1,240

予防接種・健診など疾病予防対策 3,199 764 3 2,432

91,914 45,107 491 2,273 44,043

※幼児教育・保育の無償化による利用者負担金の減

合計

事　　業　　名 予算

財源内訳

特定財源
一般財源

※


